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１．18年６月期の業績（平成17年７月１日～平成18年６月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月期 84,841 (24.3) 2,323 (△17.9) 1,368 (△38.1)

17年６月期 68,257 (21.0) 2,828 (14.4) 2,211 (14.3)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年６月期 110 (△90.4) 8 54 8 47 2.1 2.2 1.6

17年６月期 1,153 (19.7) 171 34 170 63 24.2 4.8 3.2

（注）１．期中平均株式数 18年６月期 12,976,849 株 17年６月期 6,440,366 株

２．会計処理の方法の変更 無

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月期 69,127 5,263 7.6 404 21

17年６月期 53,182 5,276 9.9 810 66

（注）１．期末発行済株式数 18年６月期 13,022,620 株 17年６月期 6,446,960 株

２．期末自己株式数 18年６月期 4,380 株 17年６月期 2,040 株

２．19年６月期の業績予想（平成18年７月１日～平成19年６月30日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 41,183 △298 △389

通期 99,648 2,466 1,094

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　84円01銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当率
（％）中間期末 期末 年間

17年６月期 － 20.00 20.00 128 11.7 2.4

18年６月期 － 15.00 15.00 195 175.6 3.7

19年６月期（予想） － 15.00 15.00    

※上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因により予想数値と異なることがあります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ．流動資産  

１．現金預金 9,650,150 9,498,843  

２．完成工事未収入金 ※４ 2,315,351 2,966,453  

３．分譲不動産売掛金 ※４ 584,097 101,040  

４．兼業事業売掛金  － 4,448  

５．分譲用不動産 ※1,9 11,012,027 15,018,749  

６．未成工事支出金 341,597 659,557  

７．分譲不動産仕掛品 ※１ 21,116,282 28,469,405  

８．材料貯蔵品 414,835 610,778  

９．前渡金 978,237 785,908  

10．前払費用 302,323 309,823  

11．繰延税金資産 411,403 471,745  

12．短期貸付金 219,647 233,759  

13．立替金 429,176 649,657  

14．その他 65,638 226,777  

貸倒引当金 △3,568 △4,186  

流動資産合計 47,837,200 89.9 60,002,762 86.8 12,165,561

Ⅱ．固定資産  

(1）有形固定資産  

１．建物 ※1,9 2,285,508 3,956,183  

減価償却累計額 △1,021,526 1,263,982 △1,172,033 2,784,150  

２．構築物 ※９ 120,256 242,828  

減価償却累計額 △49,662 70,594 △65,166 177,661  

３．機械装置 26,999 42,296  

減価償却累計額 △21,162 5,837 △25,002 17,294  

４．船舶 7,101 7,101  

減価償却累計額 △6,745 355 △6,745 355  

５．車両運搬具 93,937 92,011  

減価償却累計額 △64,200 29,736 △67,503 24,508  

６．工具器具備品 212,049 266,747  

減価償却累計額 △157,525 54,523 △188,366 78,381  

７．土地 ※1,9 2,198,907 3,915,692  

－ 43 －



前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

８．建設仮勘定 201,080 99,590  

有形固定資産合計 3,825,017 7.2 7,097,634 10.3 3,272,616

(2）無形固定資産  

１．借地権 14,092 41,591  

２．ソフトウェア 60,165 82,952  

３．電話加入権 11,955 12,006  

４．その他 320 33,163  

無形固定資産合計 86,533 0.2 169,713 0.2 83,180

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券 231,586 157,389  

２．関係会社株式 224,350 215,489  

３．出資金 30,515 30,645  

４．関係会社出資金 82,374 289,888  

５．長期貸付金 6,733 123,545  

６．従業員長期貸付金 2,296 1,449  

７．長期前払費用 58,565 52,333  

８．繰延税金資産 236,971 337,843  

９．長期保証金 509,108 619,845  

10．ゴルフ会員権 15,462 11,662  

11．その他 47,143 49,031  

貸倒引当金 △11,799 △32,160  

投資その他の資産合
計

1,433,308 2.7 1,856,964 2.7 423,655

固定資産合計 5,344,858 10.1 9,124,312 13.2 3,779,453

資産合計 53,182,059 100.0 69,127,074 100.0 15,945,015
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前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ．流動負債  

１．支払手形 6,340,940 5,589,911  

２．工事未払金 7,429,554 11,113,134  

３．買掛金 261,628 294,284  

４．短期借入金 ※1,7 21,882,450 30,219,450  

５．１年内返済予定長期
借入金

※１ 654,410 4,200,260  

６．１年内償還予定社債 200,000 420,000  

７．未払金 209,466 175,275  

８．未払費用 975,021 1,586,772  

９．未払法人税等 1,100,636 692,597  

10．未払消費税等 9,783 －  

11．未成工事受入金 569,368 672,018  

12．分譲不動産前受金 180,522 484,170  

13．預り金 1,380,778 1,860,190  

14．完成工事補償引当金 135,019 203,458  

15．賞与引当金 156,765 227,367  

16．その他 － 2,173  

流動負債合計 41,486,344 78.0 57,741,067 83.5 16,254,722

Ⅱ．固定負債  

１．社債 440,000 1,560,000  

２．長期借入金 ※１ 4,793,310 3,243,400  

３．長期未払金 74,375 84,886  

４．退職給付引当金 201,563 265,808  

５．定額補修分担金 － 148,444  

６．役員退職慰労引当金 337,072 365,127  

７．預り保証金 508,684 454,485  

８．その他 64,424 －  

固定負債合計 6,419,429 12.1 6,122,151 8.9 △297,277

負債合計 47,905,774 90.1 63,863,219 92.4 15,957,444
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前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）  

Ⅰ．資本金 ※２ 605,808 1.1 － －  

Ⅱ．資本剰余金  

１．資本準備金 12,582 －  

資本剰余金合計 12,582 0.0 － －  

Ⅲ．利益剰余金  

１．利益準備金 143,220 －  

２．任意積立金  

(1）別途積立金 2,400,000 －  

３．当期未処分利益 2,106,443 －  

利益剰余金合計 4,649,663 8.8 － －  

Ⅳ．その他有価証券評価差
額金

10,819 0.0 － －  

Ⅴ．自己株式 ※３ △2,588 △0.0 － －  

資本合計 5,276,285 9.9 － － △5,276,285

負債資本合計   53,182,059 100.0  － － △53,182,059
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前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）  

Ⅰ．株主資本  

１．資本金  － －  637,202 0.9  

２．資本剰余金    

(1）資本準備金 －  43,968   

資本剰余金合計  － －  43,968 0.1  

３．利益剰余金    

(1）利益準備金 －  143,220   

(2）その他利益剰余金    

別途積立金 －  2,400,000   

繰越利益剰余金 －  2,038,285   

利益剰余金合計  － －  4,581,505 6.6  

４．自己株式   － －  △2,914 △0.0  

株主資本合計 － － 5,259,760 7.6  

Ⅱ．評価・換算差額等       

その他有価証券評価差
額金

－   4,094    

評価・換算差額等合計 － － 4,094 0.0  

純資産合計 － － 5,263,855 7.6 5,263,855

負債純資産合計 － － 69,127,074 100.0 69,127,074
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(2）損益計算書

前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ．売上高  

１．完成工事高 10,524,944 13,251,942  

２．分譲不動産売上高 55,073,899 69,062,025  

３．兼業事業売上高 2,658,285 68,257,129 100.0 2,527,613 84,841,581 100.0 16,584,451

Ⅱ．売上原価  

１．完成工事原価 8,793,638 11,471,942  

２．分譲不動産売上原価 46,447,927 57,929,404  

３．兼業事業売上原価 2,689,820 57,931,386 84.9 2,550,664 71,952,010 84.8 14,020,624

売上総利益  

完成工事総利益 1,731,305 1,780,000  

分譲不動産総利益 8,625,972 11,132,621  

兼業事業総利益（△
は損失）

△31,535 10,325,742 15.1 △23,051 12,889,570 15.2 2,563,827

Ⅲ．販売費及び一般管理費  

１．役員報酬 137,052 162,345  

２．役員退職慰労引当金
繰入額

49,193 28,054  

３．従業員給料手当 2,008,921 2,712,473  

４．賞与 418,155 524,846  

５．賞与引当金繰入額 118,636 180,375  

６．退職給付費用 67,464 75,009  

７．法定福利費 310,366 425,502  

８．消耗品費 77,211 112,632  

９．通信交通費 323,622 436,410  

10．調査研究費 20,132 29,901  

11．広告宣伝費 1,725,437 2,642,089  

12．営業債権貸倒引当金
繰入額

2,428 739  

13．交際費 46,842 72,472  

14．賃借料 506,875 646,834  

15．減価償却費 147,799 195,553  

16．租税公課 357,957 594,053  

17．保険料 42,054 49,512  

18．支払手数料 430,050 682,547  

19．その他 706,689 7,496,892 11.0 995,194 10,566,550 12.5 3,069,658

営業利益 2,828,850 4.1 2,323,020 2.7 △505,830
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前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ．営業外収益  

１．受取利息 7,565 7,168  

２．受取配当金 4,305 4,608  

３．受取手数料 78,066 84,187  

４．業務代行手数料 ※１ 6,048 6,048  

５．保険金収入 640 4,640  

６．その他 14,188 110,816 0.2 15,612 122,265 0.1 11,449

Ⅴ．営業外費用  

１．支払利息 641,776 924,006  

２．社債利息 2,094 8,411  

３．社債発行費償却 14,550 48,939  

４．棚卸資産除却損 326 7,083  

５．棚卸資産評価損 48,118 34,125  

６．その他 21,195 728,061 1.1 54,375 1,076,943 1.3 348,881

経常利益 2,211,604 3.2 1,368,342 1.6 △843,262

Ⅵ．特別利益  

１．固定資産売却益 ※２ 157 －  

２．貸倒引当金戻入益 13,014   －    

３．投資有価証券売却益 － 13,172 0.0 54,034 54,034 0.1 40,861

Ⅶ．特別損失  

１．前期損益修正損 － 323,520   

２．固定資産売却損 ※３ － 1,102  

３．固定資産除却損 54,845 983  

４．投資有価証券評価損 8,224 28,628  

５．関係会社株式評価損 23,999 －  

６．貸倒引当金繰入額 12,100 24,136   

７．減損損失 ※４ － 387,653   

８．販売用不動産除却損 － 99,169 0.1 18,464 784,490 0.9 685,320

税引前当期純利益 2,125,607 3.1 637,886 0.8 △1,487,721

法人税、住民税及び
事業税

1,063,094 686,166  

法人税等調整額 △91,006 972,088 1.4 △159,061 527,104  △444,983

当期純利益 1,153,519 1.7 110,781 0.1 △1,042,738

前期繰越利益 952,924 － △952,924

当期未処分利益 2,106,443 － △2,106,443
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(3）利益処分計算書

前事業年度
（株主総会承認日
平成17年９月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ．当期未処分利益 2,106,443

Ⅱ．利益処分額

１．株主配当金 128,939

２．役員賞与
（取締役賞与金）

50,000
(50,000)

３．任意積立金

(1）別途積立金 － 178,939

Ⅲ．次期繰越利益 1,927,504

 

(4）株主資本等変動計算書

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成17年６月30日残高 605,808 12,582 12,582 143,220 2,400,000 2,106,443 4,649,663 △2,588 5,265,465

事業年度中の変動額          

新株の発行 31,394 31,386 31,386 － － － － － 62,780

剰余金の配当 － － － － － △128,939 △128,939 － △128,939

利益処分による取締役賞与 － － － － － △50,000 △50,000 － △50,000

当期純利益 － － － － － 110,781 110,781 － 110,781

自己株式の取得 － － － － － － － △326 △326

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 31,394 31,386 31,386 － － △68,157 △68,157 △326 △5,704

平成18年６月30日残高 637,202 43,968 43,968 143,220 2,400,000 2,038,285 4,581,505 △2,914 5,259,760

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成17年６月30日残高 10,819 10,819 5,276,285

事業年度中の変動額    

新株の発行 － － 62,780

剰余金の配当 － － △128,939

利益処分による取締役賞与 － － △50,000

当期純利益 － － 110,781

自己株式の取得 － － △326

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△6,725 △6,725 △6,725

事業年度中の変動額合計 △6,725 △6,725 △12,429

平成18年６月30日残高 4,094 4,094 5,263,855
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

分譲用不動産、未成工事支出金、分譲不動

産仕掛品

個別法による原価法

分譲用不動産、未成工事支出金、分譲不動

産仕掛品

同左

材料

移動平均法による原価法

材料

同左

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

(1）有形固定資産

同左

　ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）は、

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　２年～50年

(2）無形固定資産

定額法

(2）無形固定資産

同左

４．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

(1）社債発行費

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）完成工事補償引当金

　完成工事に係る補償支出に備えるため、

将来の見積補償額を計上しております。

(2）完成工事補償引当金

同左

(3）賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに備えるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。

(3）賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の定数（５年）による定額法により、

翌事業年度から費用処理することとして

おります

(4）退職給付引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(5）役員退職慰労引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

①　税抜方式によっております。

②　棚卸資産に係る控除対象外消費税等

は、発生事業年度の期間費用として処

理しております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

これにより営業利益が5,622千円、経常利益が5,622千円

増加し、税引前当期純利益が382,030千円減少しており

ます。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は5,263,855千

円であります。

なお、財務諸表等の規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。

表示方法の変更

前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

（貸借対照表） （貸借対照表）

　投資事業有限責任組合への出資については、前期末ま

では投資その他の資産の「出資金」に含めて表示してお

りましたが、「証券取引法等の一部を改正する法律」

（平成16年６月９日法律第97号）の施行に伴い、当期末

からは「投資有価証券」に含めて表示しております。

　当該金額は前期末11,328千円、当期末11,987千円であ

ります。

前期まで固定負債の「その他」に含めて表示しており

ました「定額補修分担金」は、当期において重要性が増

したため区分掲記しました。

なお前期末の「定額補修分担金」は、64,424千円であ

ります。
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追加情報

前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以降開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員会　実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割

については、販売費及び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が32百万円増加し、営

業利益、経常利益および税引前当期純利益が、それぞれ32

百万円減少しております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

分譲用不動産 4,707,052千円

分譲不動産仕掛品 15,148,166

建物 835,634

土地 1,660,963

計 22,351,817

分譲用不動産 5,197,400千円

分譲不動産仕掛品 18,478,038

建物 1,539,993

土地 3,043,198

計 28,258,630

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

短期借入金 20,329,850千円

１年内返済予定長期借入金 257,650

長期借入金 4,276,500

計 24,864,000

短期借入金 24,498,950千円

１年内返済予定長期借入金 3,637,500

長期借入金 2,720,750

計 30,857,200

※２．会社が発行する株式の総数

普通株式 15,000,000株

発行済株式の総数

普通株式 6,449,000株

※２．　　　　　　　――――――

※３．自己株式 ※３．　　　　　　　――――――

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式で2,040

株であります。
 

※４．関係会社項目 ※４．関係会社項目

　関係会社に対する資産には次のものがあります。 　関係会社に対する資産には次のものがあります。

完成工事未収入金 2,195,881千円

分譲不動産売掛金 128,623千円

完成工事未収入金 2,836,419千円

分譲不動産売掛金 85,797千円

　５．保証債務 　５．保証債務

(1）関係会社の金融機関からの借入金に対し、次のと

おり債務保証を行っております。

(1）関係会社の金融機関からの借入金に対し、次のと

おり債務保証を行っております。

株式会社ブルーボックス 22,000千円 株式会社ブルーボックス 200,800千円

(2）住宅購入者に対する金融機関の融資について、次

のとおり債務保証を行っております。

(2）住宅購入者に対する金融機関の融資について、次

のとおり債務保証を行っております。

住宅購入者 5,814,600千円 住宅購入者 6,868,620千円

　なお、住宅購入者に係る保証は、公的資金等が実

行されるまでの金融機関に対する一時的な債務保証

であります。（内、53,600千円は子会社との連帯保

証）

　なお、住宅購入者に係る保証は、公的資金等が実

行されるまでの金融機関に対する一時的な債務保証

であります。

(3）関係会社のテナント預り保証金に対し、次のとお

り債務保証を行っております。（ただし、すべて子

会社との連帯保証）

(3）関係会社のテナント預り保証金に対し、次のとお

り債務保証を行っております。（ただし、すべて子

会社との連帯保証）

テナント入居者 28,580千円 テナント入居者 25,972千円

―――――― (4）関係会社のリース契約による支払債務に対し、債

務保証を行っております。

（ただし、すべて子会社との連帯保証）

  リース２社 179,916千円
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前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

　６．一括借上契約及び空室保証契約に伴う偶発債務 　６．一括借上契約及び空室保証契約に伴う偶発債務

　当社は、一括借上システム及び空室保証システムに

より賃貸事業を行っております。一括借上契約及び空

室契約の契約期間は概ね10年間であり、その間借上家

賃あるいは保証家賃の見直しもできる契約となってお

ります。

　一括借上システムにより当社が将来支払う可能性の

ある家賃総額は、13,281,701千円（489件）でありま

す。一括借上システムによる賃貸事業での将来の損益

を合理的に見積もることはできませんが、当期におい

て借上家賃が受取賃貸料を上回る契約は194件あり、

704,631千円の借上家賃に対し、受取家賃は628,402千

円となっております。

　空室保証システムによる賃貸事業での将来の損益を

合理的に見積もることはできませんが、当期において

保証家賃の支払金額は、45,085千円（82件）、保証料

の受取収入は、11,412千円となっております。

　なお、子会社株式会社東新ハイトスと株式会社ブ

ルータス保証が行う一括借上契約については当社で連

帯して債務を負っております。

　当社は、一括借上システム及び空室保証システムに

より賃貸事業を行っております。一括借上契約及び空

室契約の契約期間は概ね10年間であり、その間借上家

賃あるいは保証家賃の見直しもできる契約となってお

ります。

　一括借上システムにより当社が将来支払う可能性の

ある家賃総額は、14,888,292千円（538件）でありま

す。一括借上システムによる賃貸事業での将来の損益

を合理的に見積もることはできませんが、当期におい

て借上家賃が受取賃貸料を上回る契約は218件あり、

1,057,766千円の借上家賃に対し、受取家賃は935,345

千円となっております。

　空室保証システムによる賃貸事業での将来の損益を

合理的に見積もることはできませんが、当期において

保証家賃の支払金額は、38,515千円（81件）、保証料

の受取収入は、10,648千円となっております。

　なお、子会社株式会社東新ハイトスと株式会社ブ

ルータス保証が行う一括借上契約については当社で連

帯して債務を負っております。

※７．当座貸越契約（借手側） ※７．当座貸越契約（借手側）

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行７行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。

　契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行20行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。

　契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越極度額 9,805,000千円

借入実行残高 3,547,050

差引額 6,257,950

当座貸越極度額および貸出
コミットメントの総額

20,177,000千円

借入実行残高 9,731,050

差引額 10,445,950

　８．配当制限 ８．　　　　　　　――――――

　商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

10,819千円であります。

 

※９．当事業年度において、保有目的の変更により、分譲

用不動産から建物へ38,115千円、構築物へ2,813千円、

土地へ39,256千円振替えております。

※９．当事業年度において、保有目的の変更により分譲用

不動産から土地へ22,664千円、土地から分譲用不動産

へ19,653千円振替えております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

※１．関係会社との取引は次のとおりであります。 ※１．関係会社との取引は次のとおりであります。

業務代行手数料 6,048千円 業務代行手数料 6,048千円

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ２．　　　　　　　――――――

車両運搬具 157千円   

３．　　　　　　　―――――― ※３．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

  車両運搬具 1,102千円

４．　　　　　　　―――――― ※４．減損損失

当社は、事業用資産については損益管理を合理的に

行える単位により、賃貸不動産および遊休資産につい

ては物件ごとに、グルーピングを行っております。そ

して当事業年度において地価の継続的下落および賃料

相場の低迷等により時価の著しい下落がみられた賃貸

不動産および遊休資産について減損損失を特別損失に

計上しました。

用途 種類 場所

賃貸不動産
計14件

土地および建物
等

愛知県、岐阜県、
埼玉県、神奈川
県 

遊休資産
計６件

土地 愛知県、岐阜県

※用途ごとの減損損失の内訳

・賃貸不動産306,352千円（うち、建物54,487千円、

構築物3,489千円、土地248,375千円）

・遊休資産81,300千円（土地81,300千円）

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額と使

用価値のいずれか高い価額としました。正味売却価額

は、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定価額および固定

資産税評価額から算出した見積価額から処分費用見積

価額を差引いて算定しております。使用価値は将来

キャッシュ・フロー見積額を4.21％で割り引いて算定

しております。

（株主資本等変動計算書関係）

１．自己株式の種類および株式数に関する事項  

種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 適用

自己株式      

普通株式 2,040 2,340 － 4,380 注１

合計 2,040 2,340 － 4,380  

（注）１．自己株式の増加2,340株は単元未満株式の買取による増加150株、平成18年２月20日付の１：２の株式分割に

よる増加2,190株であります。
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①　リース取引

前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当および期末残高相当額

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置 38,490 21,811 16,679

車両運搬具 13,650 2,334 11,315

工具器具備品 57,127 16,689 40,438

ソフトウェア 197,316 85,101 112,215

計 306,584 125,936 180,647

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置 48,332 30,672 17,660

車両運搬具 20,250 6,614 13,635

工具器具備品 68,272 28,762 39,509

ソフトウェア 205,494 99,868 105,626

計 342,349 165,917 176,431

　（注）                同左

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 58,222千円

１年超 122,425

計 180,647

１年内 62,335千円

１年超 114,096

計 176,431

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　（注）                同左

(3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失

支払リース料 59,796千円

減価償却費相当額 59,796

支払リース料 69,539千円

減価償却費相当額 69,539

 （注）このうち転リース物件に係る支払リース料は、

6,915千円であります。

（なお、転リース取引は当事業年度末までにすべ

て解消しております。）

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

―――――― （減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。
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②　有価証券

　前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）および当事業年度（平成17年７月１日から平成18年

６月30日まで）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

前事業年度
（平成17年６月30日）

当事業年度
（平成18年６月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

棚卸資産評価損 41,577千円

貸倒引当金 4,108

ゴルフ会員権評価損 15,851

未払事業税 78,264

完成工事補償引当金 54,385

賞与引当金 206,737

退職給付引当金 78,129

役員退職慰労引当金 135,772

投資有価証券評価損 40,781

未払社会保険料 27,456

その他 51,955

評価性引当額 △81,731

繰延税金資産合計 653,288

棚卸資産評価損 25,554千円

貸倒引当金 12,328

ゴルフ会員権評価損 16,093

未払事業税 51,377

完成工事補償引当金 81,953

賞与引当金 256,805

退職給付引当金 107,067

役員退職慰労引当金 147,073

投資有価証券評価損 52,377

未払社会保険料 34,441

定額補修分担金 59,793

減損損失 153,758

その他 39,608

評価性引当額 △225,882

繰延税金資産合計 812,350

（繰延税金負債） （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △4,914千円

繰延税金負債合計 △4,914

繰延税金資産の純額 648,374

その他有価証券評価差額金 △2,761千円

繰延税金負債合計 △2,761

繰延税金資産の純額 809,588

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 40.3％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項
目

1.5

住民税均等割 0.2

留保金課税 3.5

評価性引当額の増加 0.6

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7

法定実効税率 40.3％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項
目

7.5

住民税均等割 0.8

留保金課税 7.9

評価性引当額の増加 22.4

過年度法人税等 2.2

その他 1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 82.6
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（重要な後発事象）

前事業年度
（平成16年７月１日から
平成17年６月30日まで）

当事業年度
（平成17年７月１日から
平成18年６月30日まで）

（ストックオプションの付与について） ――――――

　当社は、平成17年９月29日に開催の定時株主総会にお

いて、当社および当社子会社の取締役、監査役および従

業員に対し、商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定

に基づき、ストックオプションとして新株予約権を発行

することを決議いたしました。

７．役員の異動

(1）代表者の異動

該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

①　新任取締役候補

　　　　取締役　　森吉　一誠（現　経営推進本部付）

　　　　取締役　　中島　義之（現　経営推進本部付）

　　　　取締役　　原田　直明（現　執行役員住宅事業本部長）

②　異動予定日

　　　　平成18年９月28日
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